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投稿：論文

妊婦健康診査の公費負担回数増加が健診回数

及び低体重出生児割合に与える影響

松島 みどり＊1，小原 美紀＊2

抄 録

本論文では，制度改正によって2009年以降妊婦健康診査（妊婦健診）の公費負担回数が急増したこと

に着目し，2009年以降に実際の健診受診回数が増加したかどうか，そしてそれを通じて新生児の出生体

重に影響を与えたかどうかを，市町村の取り組み状況とその成果，及び経済状況を同時に把握すること

が可能な沖縄県市町村パネルデータ（2005年〜2013年）を使用して分析した。分析の結果，妊婦健診の

公費負担回数の増加は受診回数を平均的に増加させ，受診回数1回の増加につき0.3％ポイント低体重児

割合が減少するとことが明らかになった。海外での先行研究では妊婦健診の正の効果が限定的である

という論文もある中で，本分析において妊婦健診の効果が認められた理由として，早産や妊婦の痩せが

新生児の体重を低下させている可能性のある日本においては，妊婦健診を定期的に複数回受診し，早産

防止や，妊婦の栄養指導を受診毎に受けることは，妊婦と新生児の健康状態を良好に保つ重要な役割を

果たしているからだと考えられる。
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Ⅰ はじめに

日本では，妊婦健康診査（以下，妊婦健診）は

新生児の健康と母体の安全を守るための取り組み

として1965年以降市町村の義務として提供されて

きた（母子保健法13条）。しかし，妊娠は疾患では

ないために国民健康保険適用の対象とはならず，

健診にかかる費用の大部分は自己負担であった。

政策変更により，妊婦健診公費負担回数が14回へ

と増加し個人による負担が大きく軽減されたのは

2009年のことである［公益財団法人母子衛生研究

会（2015）］。本研究では，この制度改正による健

診受診への効果と，それを通じてどのように新生

児の出生体重に影響を与えたかを検証する。

出生体重に着目する理由は，2,500g未満の低体

重出生が，将来の健康や教育成果，生産性に負の

影響を与えるということが明らかになってきてい

るからである［Behrman and Rosenzweig (2004)；

Figlio et al. (2014); Oreopoulos et al. (2008); Black

et al. (2007); Bharadwaj et al. (2018); Xie et al.

（2016）など］1)。日本では1976年に低体重出生割

合が最も低下し4.9％となったもののその後増加

傾向を辿り2007年には9.7％に達しており，同年
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の比較可能なデータで確認すると，その割合は

OECD諸国で最も高い（OECD 2018）。将来への

負の影響の可能性を鑑みると，出生体重の改善は

重要な政策課題であると言える。低体重出生の要

因とその改善方法として，例えばアメリカを対象

とした研究であるCurrie and Gruber（1996）によ

れば，低体重出生約3分の2は早産であり，Creasy

et al.（1980）は初診の際に行われるスクリーニン

グで早産のリスクは判別可能であると述べてい

る。現在の日本人の出生体重を在胎週数別で確認

をしている板橋他（2010）によれば，早産と言わ

れる37週未満出生児の体重の中央値は2500gを下

回っており，日本を対象としたTerada et al.

（2013）の研究においても，在胎週数が出生体重に

最も大きな影響を及ぼしていることが明らかと

なっている。日本の妊婦健診では自覚症状の有無

を問わず，妊娠18〜24週の間に早産マーカーと呼

ばれる検査を行っており，異常が見つかった場合

には入院管理を通して早産予防が行われることに

なっている（ペリネイタルケア編集委員会2016）。

なお，自然早産の既往がある場合には，妊娠

16〜24週の間に早産マーカーの検査を2週間ごと

に実施をするなどの配慮もあり，早産の発見に妊

婦健診は有益だと考えられる。また，Takimoto et

al.（2005）やOhmi et al.（2001），吉田他（2014）

では，女性のBMIの低下も低体重児の増加に寄与

していることを指摘している。吉田他（2014）に

よると，1975年頃から2006年頃までの間，妊娠中

の過度な体重増加はその後の肥満につながるとい

う懸念から妊娠中の栄養指導は栄養過多となるこ

とを防止することに力点が置かれていたこと，同

時期に細い体型を好む風潮があったことを報告し

ており，これらが妊婦の栄養摂取量の減少につな

がったのではないかと述べている。しかし，現在

では低体重出生の負の影響が明らかになってきた

こともあり，妊婦の痩せ防止を踏まえて，妊娠期

の女性に対する栄養指導が行われるようになって

きている。このため，妊婦健診受診による効果と

して新生児の出生体重が改善される可能性は高い

と推測できる。そして，2009年以降に公費負担回

数が増加したことによって妊婦健診を受診する回

数が増えている可能性も大いに考えられ，妊婦健

診の公費助成によって低体重を防ぐ蓋然性は高い

と言える。

妊婦健診補助効果の分析には，市町村単位の

データを使用する。なぜなら，健診の公費負担の

増加は全国一律に行われたが，市町村間で医療

サービスへのアクセス状況に差があり，実際の健

診受診の可能性は市町村ごとに異なるからであ

る。居住市町村がわかる個人データを使用するこ

とで健診受診行動をより詳細に検証することがで

きるが，そのようなデータは一般には公開されて

いない。本論文では，市町村単位での取り組み状

況及び新生児の出生体重の毎年のデータ，ならび

に社会経済変数が利用可能な沖縄県のデータを用

いて，自治体における妊婦健診の公費負担回数増

加が新生児の健康状態に与える影響を，低体重児

割合の指標を用いて分析する。市町村の取り組み

状況とその成果，及び経済状況を同時に把握した

統計データが存在していない中で，沖縄県のよう

に市町村のデータが整備されているのは珍しく，

本研究ではこのデータを活かした分析を行う。

表1には，政策前後の低体重出生児割合と妊婦

健診平均受診回数をそれぞれの市町村についてま

とめている。この表から分かるように，沖縄県全

体でみると低体重出生児割合は政策変更前後で

0.904％ポイント低下しており，半分以上の市町

村で低体重出生児割合が低下している。割合が増

加している市町村もあるが，その増加幅は減少幅

に比べて小さく，最も大きな市町村であっても

2.241％の増加で留まっている。一方で，最も減

少幅が大きい市区町村では，−10％ポイント（減

少）である。また，妊婦健診の受診回数はすべて

の市町村で増加しており，平均では5.328回の増

加である。

沖縄県の経済状況は戦後一貫して日本の全国的

1) 低体重出生は，胎児期の低栄養，または遺伝的な要素によって引き起こされると考えられるが［（Behrman and

Rosenzweig（2004）］，経済学分野における多くの研究では，双子や兄弟のデータを用いて遺伝的な要素を一定に

保った上でも，低体重出生の将来への負の影響は残ることが示されている。
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な水準よりも低く，例えば2014年の二人以上世帯

のうち勤労者世帯の実収入（1ヶ月間）は，全国平

均が約52万円なのに対して約40万円である［総務

省統計局webpage家計調査］。沖縄県の出生率は

他県と比べて高く，同年の合計特殊出生率は1.86

（全国は1.42）であり，新生児死亡率（出生数千当

たり），周産期死亡率（出生数千当たり），乳児死

亡率（出生数千当たり）も全国平均よりも高く，

それぞれ1.2（全国0.9），4.0（全国3.7），2.9（全国

2.1）である。加えて，新生児の健康状態を測定す

る一般的な指標である低体重出生（2,500g未満出

生）についても，沖縄県のその割合の高さが特徴

的であり全国の約1.26倍に上る（1979年から2015

年の平均値）［総務省統計局webpage人口動態統

計］。

沖縄県と日本全国の低体重児出生について比較

社 会 保 障 研 究 Vol. 3 No. 4548

表1 政策前後の沖縄県の低体重出生児割合と妊婦健康診査の受診回数の変化

低体重出生児（％） 妊婦健康診査受診回数

政策実施前

（2005-2008）

平均

政策実施後

（2009-2013）

平均

変化

（％ポイント）

政策実施前

（2005-2008）

平均

政策実施後

（2009-2013）

平均

変化

回数

沖縄県平均 11.628 10.724 ▼ -0.904 2.006 7.334 △ 5.328

大宜味村 15.918 5.722 ▼ -10.196 2.177 5.763 △ 3.585

粟国村 18.750 9.714 ▼ -9.036 2.046 6.360 △ 4.314

南大東村 12.910 5.728 ▼ -7.182 2.292 5.273 △ 2.980

国頭村 14.055 10.586 ▼ -3.469 1.678 5.211 △ 3.533

竹富町 10.115 7.198 ▼ -2.917 2.079 6.005 △ 3.926

恩納村 11.900 9.232 ▼ -2.668 1.000 5.522 △ 4.522

八重瀬町 12.575 10.948 ▼ -1.627 2.743 6.464 △ 3.721

石垣市 12.240 10.868 ▼ -1.372 1.000 11.074 △ 10.074

豊見城市 11.768 10.726 ▼ -1.042 2.085 6.152 △ 4.067

うるま市 13.063 12.178 ▼ -0.884 1.714 5.881 △ 4.166

宜野座村 12.933 12.098 ▼ -0.835 2.735 6.045 △ 3.309

中城村 11.238 10.434 ▼ -0.804 2.153 9.280 △ 7.126

南城市 11.278 10.498 ▼ -0.780 1.747 7.465 △ 5.718

今帰仁村 12.205 11.896 ▼ -0.309 1.783 7.715 △ 5.931

那覇市 11.000 10.764 ▼ -0.236 2.403 6.961 △ 4.558

北谷町 12.480 12.352 ▼ -0.128 2.638 7.474 △ 4.835

金武町 11.608 11.550 ▼ -0.057 1.425 5.484 △ 4.059

名護市 11.188 11.404 △ 0.217 2.502 10.555 △ 8.053

西原町 10.210 10.478 △ 0.268 2.184 7.273 △ 5.090

嘉手納町 12.905 13.222 △ 0.317 2.223 7.931 △ 5.708

南風原町 10.255 10.598 △ 0.343 1.984 5.510 △ 3.526

宮古島市 10.788 11.274 △ 0.487 1.885 7.526 △ 5.641

糸満市 10.868 11.462 △ 0.595 2.730 11.748 △ 9.017

浦添市 10.073 10.702 △ 0.630 1.291 6.760 △ 5.469

宜野湾市 10.065 10.854 △ 0.789 1.746 7.533 △ 5.787

本部町 9.163 10.218 △ 1.056 1.000 7.624 △ 6.624

沖縄市 11.453 12.580 △ 1.128 2.590 12.910 △ 10.320

伊江村 7.025 8.272 △ 1.247 1.787 11.972 △ 10.185

読谷村 10.945 12.630 △ 1.685 2.655 8.151 △ 5.496

与那原町 11.053 12.790 △ 1.738 2.552 4.841 △ 2.289

久米島町 10.950 12.824 △ 1.874 1.764 4.900 △ 3.135

北中城村 9.118 11.358 △ 2.241 1.603 5.330 △ 3.727

注1：出生数が10未満の市区町村についてはここでは示していない。出生数が10未満の場合，低体重児割合を算出すると，1名の低体重児

であってもその割合は10％を超えるなど割合の変化が著しく分析には適さないと判断した。そのため，分析対象には含めていない。
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をしたHokama and Binns（2009）の研究では，低

体重児が沖縄県で多い理由は，経済的困窮及び医

療機関へのアクセスの難しさであると考察されて

おり，経済的に困窮している場合，公費負担が増

え自己負担が減ることは妊婦健診受診の可能性を

上昇させる可能性が高い。よって，本分析に沖縄

県のデータを使用し，妊婦健診の公費負担回数が

増加したことによって受診回数が増加したのかど

うか，そして低体重出生児割合が低下したか（乳

幼児の健康状態が改善されたか）を確認すること

で，具体的な政策議論が可能となる。

本論文の分析の結果，妊婦健診の公費負担回数

の増加は受診回数を平均的に増加させ，低体重出

生児の割合を低下させていることが明らかとなっ

た。なお，妊婦健診が新生児の健康状態に与える

影響を推計する場合には，不健康な妊婦が妊婦健

診を受けやすい，もしくは健康に関心の高い妊婦

がより多く妊婦健診を受診するといった可能性が

ある。不健康な妊婦が健診をより多く受けるとす

れば低体重児割合は増加し，一方で健康に関心の

高く健康状態を良好に保っている妊婦がより多く

受診するならば低体重児割合が低下するといった

内生性によるバイアスが生じることが問題とな

る。そこで，本論文においては，妊婦の意思や選

択にかかわらない公費負担の増加という制度変更

に注目し，「制度変更が起きた際に」「住んでいた

市町村に医療機関が多くあるかどうか」，つまり

健診補助制度の変更の恩恵を受けやすかったかど

うかの差を組み入れた操作変数を用いることで，

内生性に対処した上での妊婦健診の効果を測定し

ている。この分析方法によって，妊婦の選択の差

ではなく公的補助の変更の差がもたらす妊婦健診

回数の差，そしてそれを通じた新生児の出生体重

差をとらえている。妊婦健診回数が増加すること

で，低体重出生の可能性が低下するメカニズムは

冒頭で述べたとおりである。もちろん，政策変更

後に妊婦がより妊婦健診を受けやすいという理由

で居住地を変更している場合には，この操作変数

は妥当ではないが，特に沖縄のように地理的にも

市町村が離れていたり（離島など），公共交通機関

を使って簡単に移動することができなかったりす

る場合には，妊娠健診の受けやすさのためだけに

引越しをする可能性は低い。また，本分析では市

町村の平均値を用いているため，稀にそのような

妊婦が存在していたとしても，推計値には影響を

及ぼさないと考えられる。この分析によって，妊

婦健診の公費負担回数の増加という政策変更が実

際に受診回数を増やすこと，そして受診回数の増

加を通じて，新生児の健康状態を改善させること

が明らかになったことは，医療政策議論への重要

な貢献である。

本論文の構成は次のとおりである。まず次節で

は，妊婦健康診査に関する政策介入と評価，健診

の効果に関する先行研究を概観する。第3節では，

分析の背景となる妊婦健診および公費負担制度を

概観し，その制度の仕組みから，第4節において，

本論文の分析の枠組み提示し，使用データを紹介

する。第5節で推定結果を報告するとともに頑健

性のチェックを行い，結果を解釈する。最後に第

6節で本論文をまとめる。

Ⅱ 妊婦健康診査に関する政策介入と評価，

健診の効果に関する先行研究

妊婦健康診査に関連する政策介入が新生児に与

える影響を評価した論文はいくつか発表されてお

り，例えばCurrie and Gruber（1996）がアメリカに

おいて1979年から1992年の間にアメリカ合衆国連

邦政府の公的医療保険制度Medicaidの拡大が妊婦

健診へのアクセスを容易にし，産婦人科医院での

初診の時期を早め新生児の健康状態を改善させた

ことを示している。一方で，ガーナを対象とした

Arthur（2012）の研究によると，2003年からの妊

婦健診の無料化は，経済的に豊かで医療サービス

が提供されている都市部に居住する妊婦の妊婦健

診受診を促進したものの，経済的に貧しく農村地

域に居住する妊婦の受診行動への効果が小さかっ

たと結論づけている。これは，たとえ医療サービ

スが無料であっても，アクセスにかかる機会費用

が高いためだと考察されている。

妊婦健診が新生児の健康状態に与える影響につ

いては，AMA（American Medical Association）が，
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多くのエビデンスから妊婦健診の正の影響がある

と述べており，このような見解をもとに世界各国

で妊婦健診が促進されてきた［U.S. Department of

Health and Human Services (2000)］。一方で，妊

婦健診の効果については議論の余地があることを

示した論文も発表されている。これらの先行研究

では，主に妊婦健診の回数と初診のタイミングの

効果をそれぞれ検証しているが，妊婦健診回数に

ついてはアメリカ全土で1988年に行われた調査

データを用いたWarner（1998）の研究（モンタナ

州とサウスダコタ州を除く）や，テキサス州の

データを用いて自己選択バイアスを取り除いた

Rous et al.（2004）による分析があり，健診が1回

増加するごとに新生児の体重が15〜71g増加する

ことが示されている。なお，Evans and Lien

（2005）の研究では公共交通機関の停止によって

妊婦健診の回数は統計的に有意に大幅に減少した

ものの，その影響で新生児の出生体重が5gしか低

下していないと報告しており，妊婦健診受診回数

の増加は新生児の健康状態に正の影響を与えたと

しても非常に小さいと述べている。初診のタイミ

ングについては，初診が1ヶ月遅れるごとに

80〜91g［Rosenzweig and Schultz (1983)］減少す

るという研究結果が報告されている一方で，初診

が1ヶ月遅れるごとに減少する体重は23〜37gに留

まる［Grossman and Joyce（1990）］，または妊娠

3ヶ月までの初診が出生体重を増加させるという

エビデンスはないと結論付けている研究もある

［Reichman et al.（2009）］。しかしながら，Conway

and Deb（2005）では，正常な妊娠において，妊婦

健診は看過できない大きさの正の影響があること

を明らかにしており，先行研究の妊婦健診の効果

が小さいという考察は，正常妊娠と異常妊娠を区

別せずに分析していることによるものだと指摘し

ている。また，Wehby et al.（2009）は，妊婦健診

の効果は，観察されない胎児の初期の健康状態の

異質性，つまり親からの遺伝や，胎内環境，親の

社会経済要因によって異なると指摘している。実

際に，経済的に貧しい地域においては，妊婦健診

の正の効果がより大きく報告されている［Jewell

（2007）］。

これらの先行研究から，日本において政策変更

が妊婦健診の受診回数を増加させるかどうか，妊

婦健診の受診回数が低体重出生児を減らすかどう

かは，実証的に検証すべき問題であることが分か

る。政策介入の方法や実施地域によって，その効

果が異なる可能性が先行研究から示唆されること

からも，日本全国の平均よりも低体重出生児割合

が高く，医療へのアクセスにばらつきがあり，相

対的に経済的に裕福ではない家庭が多い沖縄県を

対象に分析をすることは，政策を考えるために必

要である。なお，本研究で取り上げる政策変更は

健診の公費負担回数を増加するものであり，妊婦

健診の初診時期を早めることを目的としていない

こと，初診の時期を把握することのできるデータ

が入手可能ではないことから，本分析では妊婦健

診回数のみに着目している。

Ⅲ 分析の背景：妊婦健康診査及び公費負担制度

日本では1965年に母子保健法が制定（2014年6

月4日最終改定）され，同法の第5条では，「国及び

地方公共団体は，母性並びに乳児及び幼児の健康

の保持及び増進に努めなければならない」と定め

られている。また第12条，第13条にはそれぞれ，

「市町村は，次に掲げる者に対し，厚生労働省令の

定めるところにより，健康診査を行わなければな

らない。一．満一歳六か月を超え満二歳に達しな

い幼児 二．満三歳を超え満四歳に達しない幼児

（第12条）」，「前条の健康診査のほか，市町村は，

必要に応じ，妊産婦又は乳児若しくは幼児に対し

て，健康診査を行い，又は健康診査を受けること

を勧奨しなければならない。2厚生労働大臣は，

前項の規定による妊婦に対する健康診査について

の望ましい基準を定めるものとする（第13条）」と

明記されている。この法律的根拠に基づき，妊婦

健診は実施主体である市町村の自治事務であると

され，実施回数，公費負担額等の事業実施方法は，

各市町村が判断している。ただし，第13条の2に

あるように，厚生労働大臣は妊婦に対する健康診

査についての望ましい基準を定める必要があり，

母子保健課長通知において技術的助言として，公
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費負担にあたって望ましい健診回数，実施時期及

び標準検査項目を示している。

なお，妊婦健診の公費負担制度は，1969年から

2007年まで2回を基準として各市町村が行ってき

た［松田（2008）；別所・宮本（2012）］。しかし，

望ましい健診回数は13回から14回とされており，

14回の妊婦健診を受ける妊婦の経済的な負担は大

きかったことが予想される。なお，財団法人こど

も未来財団が行った調査によれば，2003年の平均

妊婦健診費用は約90,000円であった［財団法人こ

ども未来財団（2003）］。

2007年1月16日雇児母発第0116001号母子保健課

長通知「妊婦健康診査の公費負担の望ましいあり

方について」において，健康な妊娠・出産のため

に最低限必要とされる5回の妊婦健診を各市町村

が公費で負担することが求められ，地方交付税措

置がなされた。続いて，2008年度第2次補正予算

において妊婦健康診査特例交付金が創設され，

2009年2月27日雇児母発第0227001号本職通知「妊

婦健康診査の実施について」において，妊婦の健

康管理に必要とされる妊婦健診14回程度とその実

施時期・検査項目が示された。これによって，

2008年4月には日本全国の自治体にて平均5.5回で

あった公費負担回数は2010年4月にはすべての自

治体で14回以上に増加した。2)なお，妊婦健診の

公費負担金額は都道府県によっては市町村で大き

く異なるが，沖縄県ではすべての市町村において

負担額は同額の94,710円（2009年）である［厚生

労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長

（2009）］。また，沖縄県は2009年に一斉に公費負

担回数を14回に引き上げている［厚生労働省雇用

均等・児童家庭局母子保健課長（2009）］。

この14回の妊婦健診（妊娠初期より妊娠23週ま

で4週間に1回，妊娠24週より妊娠35週まで2週間

に1回，妊娠36週以降分娩まで1週間に1回）では，

各回に①妊婦の健康状態の把握，②検査計測，③

保健指導の実施の3つを基本項目として健診し，

これに加えて医学的検査（血液検査，子宮頸がん

検診，超音波検査，B群溶血性レンサ球菌，性器ク

ラミジア）が必要に応じて実施される。この14回

を通して総合的に妊婦と胎児の健康診断を行って

おり，妊娠中の母体や胎児の異常を早期に発見す

ることで，早産を防止することも含めた妊娠の適

切な管理や必要な治療を行うことで，安全な出産

に結びつけることを目的としている［厚労省ウェ

ブページ（2017）］。

Ⅳ 推定モデルとデータ

1 推定モデル

上記のように，妊婦健診を定められた時期に定

められた回数受診することは，新生児の健康状態

に良い影響を与え，低体重児とならない可能性が

上昇する。よって，以下の分析モデルが考えられ

る。

lnunder =α+δCheck+γX +e  …（1）

誤差項は市町村の特徴（観察できない異質性）

の項 μを含み，e=μ+uと書けるとする。u

はホワイトノイズを仮定し，μを非確率変数とし

た固定効果モデルと確率変数とする変量効果モデ

ルで推定を行う。新生児の健康状態の指標である

t年のi市（町村）における低体重児割合は単位に

依存しない対数変換をした低体重児割合

lnunderを用いる。そして，Check はt年のi市

（町村）における妊婦健診受診回数の平均（各市町

村の受診延人員を受診実人員で割ったもの）であ

る。なお，X は市町村の社会経済要因であり，本

分析では出産時の母親の年齢の平均，生活保護

率，トレンド項（対数）を含んでいる。この分析

モデルから，妊婦健診回数の増加が低体重児割合

（対数）に与える影響を推計することが可能であ

る。注目する検証仮説はδ＝0（健診回数は影響

2) 平成21年（2009年）から平成24年（2012年）の間は，5回分を市町村が負担（普通交付税），9回分については都

道府県に妊婦健康診査支援基金を創設し，50％を国庫補助，残りの50％を地方交付税措置により支援していた。

平成25年（2013年）以降は，基金事業から地方財源を確保して地方財政措置を講ずることで恒常的な仕組みを

作っている。
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しない）であり，健診受診をすることで低体重出

生児割合が低下しているのであればδ＜0となる。

しかしながら，Wehby et al.（2009）が指摘する

ように，妊婦健診が新生児の健康状態に与える影

響を推計する際には，内生性を考慮することが必

要となる。例えば，健康状態の悪い母親はより多

く妊婦健診に通う可能性が高く，かつ健康状態が

悪い母親からは低体重児が生まれてくる可能性が

高いと考えられる。一方で，健康に関心を持って

いる妊婦や，子どもを持つことを強く望んでいた

妊婦は，妊婦健診をより多く利用し，かつ自分自

身の健康を良好に保つ努力をすることで，健康状

態の良い子どもが生まれてくる可能性が高まるか

もしれない。このような可能性を取り除かずに分

析すると，受診回数が多いことが低体重出生児割

合を高めるという相関関係が示されたり，または

受診回数が多いと低体重児の割合が低下したりと

いう具合に推定値にバイアスがかかる。

この内生性に対処するために，本分析では，

2009年の政策変更によって妊婦健診公的補助が増

えたことを利用した操作変数法を用いる。なお，

この政策変更は妊婦にとって外生的な変化であっ

たと推測できる。政策変更が長く議論された形跡

はなく，妊婦が出産前から健診負担が減ることが

わかっていたとは考え難い。そもそも，健診補助

金が増えたからと言って出産行動が変わる可能性

は低く，（健診の増加を通じて出生体重が変わる

影響を除けば）健診補助政策が変わったこと自体

が出生体重に影響するとは考え難い。よって，外

生的な健診補助の増加を通して健診回数が増えた

ことが，新生児の健康状態に与えた影響をとらえ

ることができる。具体的な1段階目の推定式は以

下の通りである。

Check =βT +βObstetrics

+β(T ×Obstetrics)+βX +e …（2）

変数T は公費負担回数の増加通知があった2009

年以降1となるダミー変数である。この公費負担

回数の増加通知は全市町村共通に行われている

が，それにより健診受診回数がどれだけ変わるか

は，その市町村に医療機関が十分存在しているか

に依存する。Obstetricsはこの医療機関数の充

実度をとらえる変数で，以下のように定義され

る。

先の表1で見た通り，受診回数は市町村によっ

てばらつきがある。その要因として考えられるの

が，産婦人科・産科・婦人科医院または診療所（以

下，産婦人科医院・診療所）へのアクセスのしや

すさである。なぜなら，公費負担回数が増加した

としても，身近に産婦人科医院・診療所がない場

合には妊婦健診を受けづらいからである。実際の

データから，妊婦健診の平均受診回数を産婦人科

医院・診療所の数別で確認してみたものが図1で

ある。図1より，産婦人科医院・診療所数が多い市

町村で，2009年以降の平均受診回数の増加幅が大

きいことが分かる。また，産婦人科医院・診療所

が1つある場合とない場合で受診回数の増加の差

は明らかではないが，産婦人科医院・診療所が2つ

以上ある場合には，受診回数は年々増加してお

り，2つ未満の市町村における平均受診回数との

差も拡がっていることが分かる。このことから，

産婦人科医院・診療所へのアクセスが悪い場合に

は，来院に要する時間など機会費用が高く消極的

になる可能性が高いことが予想される。3)

すなわち，外的操作変数は T と Obstetrics，

両者の交差項の3つとなる。この中でも注目する

のは T と Obstetricsの交差項，すなわち公的補

助が増加した2009年以降であり，かつ，その政策

の処置グループ（恩恵を受けたはずの市町村）で

あることをとらえる変数である。健診政策に関す

る「パネルデータによる差の差（Difference in

Differences）推定」の構造となっており，この交

差項が，健診の公的補助が増えたときに医療機関

が存在していることでどれだけ妊婦健診回数を増

やしたかをとらえる。4)操作変数としてこれらを使

用することの妥当性として，まず妊婦は妊婦健診

を受けることを通してのみ政策変更による恩恵を

受けることが挙げられる。つまり，妊婦健診回数

を通してのみ被説明変数に影響を与え，e と無

相関であるという仮定が満たされている。また，

産婦人科医院・診療所にアクセスしやすい地域に
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おいて，政策変更はより妊婦健診受診回数を増加

させることが予想されるため，操作変数は，

Check と強い相関をもつ。よって，操作変数と

して好ましい性質を保有しているといえる。

なお，図1は，棒グラフが産婦人科医院・診療所

「なし」，「1」，「2以上」のそれぞれの市町村におけ

る平均妊婦健診受診回数を示しており，線グラフ

は「なし」と「2以上」の市町村における平均妊婦

健診受診回数の経年変化を示したものである。線

グラフより，差分の差推定を行う場合に前提とな

る共通トレンド仮定は満たしていることが確認で

きる。もちろん，医療機関の多さは，健診の受け

やすさではなくほかの地域差もとらえてしまう可

能性は残る。例えば，医療機関の多さは地域規模

の大きさと相関する可能性がある。しかしなが

ら，地域規模といった時間に依存しない地域差は

3) 妊婦の医療施設の選択には，妊婦の選好や施設の充実度や評判なども影響し得る。そして，これらがアクセス

の良さを表す変数と相関している可能性があるため，妊婦の個票データを用いて分析する際に脱落変数の問題と

なり得る。一方，本分析で使用するのは市町村レベルで平均化されたデータである。妊婦の受診先選択について

はさまざまな選好を持つ人々が存在しているが平均で見れば市町村別に差はない，あるいは，さまざまな選好を

持つ人が市町村でランダムに存在していれば利便性の変数とは相関しない，すなわち，これら個人の選好や医療

施設の質の差は，市町村別の平均受診率の推定において脱落変数の問題によるバイアスを生じさせないと考えら

れる。

なお，市町村の行政区域を越えて妊婦が健診に行く場合についてはデータの制約上，本分析では考慮できない。

ただし，この点については，行政区域を越えて妊婦健診に行くとすればアクセス可能な施設が増える，つまりよ

りアクセスが良くなる，ということを意味しており本稿の分析結果は下限値であると言える。
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注1：産婦人科医院・診療所がない市町村の妊婦健診回数と、産婦人科医院・診療所が1つの市町村の妊婦健診回数の差は2008年以前で0.15

回（平均）であり、統計的に有意な差は存在しなかった。また、2009年以降についても統計的に有意な差はなかった（差の平均は0.19

回）。一方で、産婦人科医院・診療所2未満と2以上で比較をすると、2008年以前の妊婦健診回数の差は統計的に有意ではなかったが、

2009年以降のその差は統計的に有意であった（その差の平均は、2008年以前は0.05回であり、2009年以降は1.53回）。

出典：医療施設調査（各年）衛生統計年報（各年）。

図1 産婦人科医院・診療所数と平均妊婦健診受診回数（沖縄県市町村データ）
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誤差項に含まれる個体効果としてとらえられる。

ここでは，医療機関の多さは，住民の健康に関す

る環境要因をとらえるものと考えて分析を行う。

2 使用データ

本分析で用いる変数の記述統計量は表2に示す

とおりである。分析では，出生数が10未満の場合

を除くため，渡名喜村と北大東村の2村はすべて

の分析対象年を通して分析に含まない。加えて，

東村，渡喜敷村，座間味村，粟国村，伊平屋村，

伊是名村，多良間村の7村については対象年のう

ち出生数が10を超えない年があるため，出生数が

10以上の年のデータのみを含む。サンプル数の低

下による自由度の減少を防ぐこと，また沖縄県を

対象とした研究のために分析では出来る限り多く

のデータを用いたいことから，分析で使用する

データは非バランスパネルとなっている。よっ

て，分析対象となる市町村は延べ321である。

4) 2009年以降に沖縄全土に共通する社会経済的な出来事があった場合には，モデル上この変数 T は別の社会経

済イベントをとらえている可能性もあり，公費負担回数の増加通知との識別はできない。Obstetricsと T の交

差項を用いることで，そのほかの社会経済イベントではなく妊婦健診公費負担回数の増加が，健診を受診しやす

い市町村でのみ健診回数が増える可能性をとらえている。なお，ここでは，産婦人科医院・診療所の数を連続変

数として扱っていない。妊婦健診はいつ頃健診を受けるべきかが定められており，緊急時の診療のように混雑し

ているかどうかで対応が遅れたり，それが直接的に生死にかかわったりするということはないことが予想され

る。よって，妊婦健診の受けやすさと産婦人科医院・診療所数の関係は線形の正の相関関係をもつというよりは，

健診を受けることのできる施設の有無が重要である可能性が高いと考えられる。そこで，本分析ではダミー変数

を用いることとした。ただし，施設数が多いことは身近に施設がある可能性を高め，よりアクセスしやすくなる

可能性は排除できないため，確認として，産婦人科医院・診療所の数を市町村の面積で割って標準化した変数を

使用した分析もおこなった。結果は，産婦人科医院・診療所ダミーを使用した場合と同様である。また，本文中

の頑健性の確認において，アクセスのしやすさの指標として産婦人科医院・診療所数を3以上，または4以上とし

て確認をしているが，施設数が増えると健診回数の増加幅は低下している。なお，産婦人科医院・診療所の数を

面積で割って標準化した変数は，実際にはそれらの施設が等間隔では存在していないことや，当該地域の妊婦の

交通手段，移動時間，交通費用などを考慮していないことから，厳密にアクセスのしやすさをとらえられている

わけではないが，これは現在入手可能なデータのみを用いて行った本稿の分析の限界であり，より詳細な検討は

今後の課題である。

なお，医療法第21条10によると，「診療科名中に産婦人科又は産科を有する病院にあっては，分べん室及び新生

児の入浴施設」を有している必要があるとされている。つまり，婦人科には，分べん室はなくても良いため，出産

に関することについては婦人科では取り扱わない可能性が高いが，妊婦健診を受けつけることができないという

法律上の制約もあるわけではない。そこで，本論文ではまずは婦人科も妊婦健診を受けることが可能な施設に含

めて分析を行い，その後確認のため婦人科を除いた産科・産婦人科医院の数を，妊婦健診を受けることが可能な

施設として考えて分析を行ったが結果は整合的であった。

社 会 保 障 研 究 Vol. 3 No. 4554

表2 記述統計量

変数 平均 標準偏差 最小値 最大値 データの出所

低体重児割合 10.998 4.336 0 45.45
衛生統計年報

総覧保健所−市町村別（各年）

−低体重児割合（対数） 0.1036 0.038 0 0.375
衛生統計年報

総覧保健所−市町村別（各年）

平均妊婦健診回数（受診延人員/受診実人員） 4.949 3.333 1 14.879
地域保健・老人保健事業報告（地域保

健編）市区町村表（各年）

政策変更ダミー（2009年以降が1をとるダミー変数） 0.56 0.497 0 1 −

産婦人科医院／診療所（2医院以上ある市町村が1を

とるダミー変数）
0.372 0.484 0 1 医療施設調査（各年）

母親の平均出産年齢 30.35 1.194 25.714 34.773
衛生統計年報

総覧保健所−市町村別（各年）

生活保護率（千人対） 14.762 7.395 1.310 54.250 被保護者調査（各年）沖縄県より提供
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低体重児割合（分析では対数をとったものを使

用）を確認すると，最小値0，最大値45.5，平均値

10.94，中央値10.96である。最大値45.5のサンプ

ルは出生数が11の市町村であり，他市町村と比べ

て著しく高い。出生数が11以下の市町村を除いた

場合，平均11.00，標準偏差3.53，最小値0，最大値

27.78となる。そこで，分析では出生数が11以下

の市町村データを除いても結果が変わらないかを

確認する。平均妊婦健診回数は全国同様増加して

おり，最も多い市町村で2013年に14.879回となっ

ている。産婦人科医院・診療所の数は那覇市にお

いてのみ多く20医院を越えている一方で，8つの

市町村では常に0である。2つ以上の医院・診療所

が常に存在している市町村は10であり，それ以外

の7つの市町村においては医院の増減により分析

対象期間中に病院数が2以上になったり2未満に

なったりする。公費負担回数の増加が病院数を増

加させているとすれば，推定結果にバイアスが生

じるため問題である。しかし，日本の出生数は長

期的に減少しており，2008年と2010年に前年度比

で多少の増加はあったとはいえ一定して増加をし

ているわけではなく，今後将来にわたり妊婦が増

加することは予想されない。このような状況下に

おいては，公費負担回数の増加という理由で産婦

人科医院・診療所を開院する可能性は低いと考え

られるため，医院の増減は内生的に決定するもの

ではないと予測できる。なお，分析では頑健性の

チェックのために医院の増減があった7市町村

（北谷町，北中城町，豊見城市，八重瀬町，与那原

町，南風原町，久米島町）については，分析対象

に含めない場合にも分析結果に変化がないかを確

認する。

母親の平均出産年齢はトレンド項（対数）とと

もにコントロール変数として推計式に加えるもの

であり，母親の平均出産年齢は最小値が25.714，

最大値が34.773と分散が大きいことが確認でき

る。母親の出産年齢と同様，コントロールが必要

な要因として豊かさが挙げられる。豊かさは，

人々の健康と強い相関関係をもつことから，本来

ならば出産期にある世帯の豊かさを指標として用

いる方が望ましいが，市町村ごとのそのような使

用可能データが存在しない。よって本分析では生

活保護率（千人対）を用いる。生活保護率は，市

町村によってそのばらつきが大きく，分析対象期

間の各市町村平均の最小値は1.310であるのに対

して，最大値は54.25，平均値は14.762であった。

Ⅴ 推定結果

1 主要結果

まず，表3に政策変更と妊婦健診の受診回数に

ついての推定結果を示す。固定効果モデルと変量

効果モデルの両方を用いた結果，いずれの結果も

大きく変わらず整合的な結果が得られている。ハ

ウスマン検定の結果変量効果モデルが支持された

ため，以下では変量効果モデルの結果を中心に確

認していく。

表3を確認すると，政策変更は受診回数を増加

させることが示されており，産婦人科医院・診療

所が2施設以上あるかないかにかかわらず1％水準

で有意である。係数を確認すると，2施設以上な

い地域では妊婦健診公費負担回数の増加に伴い平

均的に受診回数が約3.5回増え，産婦人科医院・診

療所が2施設以上ある市町村においては，約4.8回

増えておりその増加幅が大きい。なお，このコン

トロールグループと処置グループについて2009年

以降の健診回数の増加幅の差を統計的に検定した

ところ，統計的に有意に差があることが分かった

（標準誤差0.430，1％水準で有意）。すなわち，

2009年以降，処置グループである医療機関が多い

市町村で健診の受診確率が高まったと言える。本

分析では，標準誤差を残差から計算するのではな

く，不均一分散についてはブートストラップ法を

用いて計測している。したがって誤差項が不均一

分散になるという問題を持たない。また，操作変

数であるが，Cragg-Donald検定統計量を確認する

とStock-Yogoの臨界値（5％）13.91よりも十分に

大きく，弱操作変数の問題は生じていないと言え

る。加えて，Sargan検定統計量より，過剰識別検

定の帰無仮説（過剰識別条件が満たされる）は棄

却されず，操作変数は妥当なものであると考えら

れる。次に，政策変更が受診回数を増加させるこ

妊婦健康診査の公費負担回数増加が健診回数及び低体重出生児割合に与える影響 555
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とを通じて，新生児の健康状態にどのように影響 しているかを確認する。表3の結果より，操作変

社 会 保 障 研 究 Vol. 3 No. 4556

表3 推定結果：政策変更と健診受診回数

被説明変数：平均妊婦健診受診回数 固定効果モデル 変量効果モデル

政策変更ダミーと産婦人科医院・診療所ダミーの交差項（※）

政策変更前×産婦人科医院・診療所2つ以上 -0.304 -0.048

（0.768） （0.333）

政策変更後×産婦人科医院・診療所2つ未満 3.488 *** 3.547 ***

（0.383） （0.351）

政策変更後×産婦人科医院・診療所2つ以上 4.396 *** 4.756 ***

（0.893） （0.471）

トレンド項（対数） 0.973 *** 1.097 ***

（0.250） （0.208）

母親の平均年齢 -0.044 -0.090

（0.134） （0.104）

生活保護率 0.068 0.027

（0.041） （0.017）

定数項 1.817 3.483

（4.014） （3.029）

R-squared 0.655 --------

Wald chi2 ------- 917.57 ***

F-test (for zero parameters) 3.74 ** -------

F-test (for zero excluded instruments) 44.38 *** 46.3 ***

F-test (for zero individual effects) 2.09 *** -------

LM test (for homogeneous variance) ------- 84.59 ***

Stock-Yogo weak ID test critical values (5％） 13.91 13.91

Weak identification test (Cragg-Donald Wald F statistic) 44.38 46.30

Sargan statistic 1.908 4.022

Hausman test 1.47

注1：標準誤差は，ブートストラップ法を用いて計算した。

注2：括弧内は標準誤差 ***（1％水準で有意） **（5％水準で有意） *（10％水準で有意）。

注3：（※）参照グループは政策変更後×産婦人科医院・診療所2つ未満。

注4：観測数321，観測グループ39，グループ内観測数（最小）1，（最大）9，（平均）8.2。

表4 推定結果：妊婦健診受診回数と低体重児割合

被説明変数：低体重児割合（対数（※）） 固定効果モデル 変量効果モデル

平均妊婦健診回数 -0.003 * -0.003 *

（0.018） （0.002）

トレンド項（対数） 0.014 ** 0.014 **

（0.007） （0.007）

母親の平均年齢 0.007 ** 0.003

（0.005） （0.002）

生活保護率 -0.001 -0.003

（0.013） （0.000）

定数項 -0.080 -0.001

（0.157） （0.066）

Hausman test 3.03

注1：平均妊婦健診回数は，表3で推定された予測値。

注2：標準誤差は，ブートストラップ法を用いて計算した。

注3：括弧内は標準誤差 ***（1％水準で有意） **（5％水準で有意） *（10％水準で有意）。

注4：（※） 分析では，ロジット変換を行ったものも用いたが，結果は対数をとった場合と同様であった。

注5：観測数321，観測グループ39，グループ内観測数（最小）1，（最大）9，（平均）8.2。
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数となる政策変更ダミーと産婦人科医院・診療所

ダミーの交差項と受診回数との相関が十分に強い

ことが分かる。そして，その操作変数を用いた分

析結果である表4を確認すると，妊婦健診受診回

数の増加に伴い低体重児割合は減少することが

10％の有意水準で支持される。推定値によると，

受診回数1回の増加につき0.3％ポイント低体重児

割合が減少すると言える。前節で見た1段階目の

推定結果と合わせると，妊婦健診公費負担増加が

妊婦健診受診回数を増加させることを通して，低

体重児割合を減少させるという因果関係が示唆さ

れる。なお，被説明変数である低体重児割合を対

数変換せず，そのまま使用した場合に妊婦健診回

数の係数は0.4で統計的に有意であった。よって，

本分析で得られた結果は，日本においては妊婦健

診の受診回数の増加は低体重児の抑制に正の効果

をもたらすことを示唆している。例えば，沖縄に

おいて妊婦健診回数は平均で約5.1回増加してお

り，さまざまな要素をコントロールした場合に1

回の妊婦健診の増加が0.3％ポイントの低体重児

割合を低下させる，つまり政策変更によって平均

的に約1.5％ポイント低体重児割合が低下するこ

ととなり，その効果は十分に大きいと言える。5)

2 頑健性の確認

得られた結果の頑健性を確認するために，まず

出生数と産婦人科医院・診療所の数に関連して使

用するデータセットに制約を課した分析と，妊婦

健診の受けやすさの指標の基準を変更した分析を

行う。次に，「偽薬効果」のテストとして，産婦人

科医院・診療所の数をランダムに市町村に割り当

てて，同じ差の差推定を行い同じ効果が検出され

ないことを確認する。最後に，低体重児割合のト

レンドをコントロールすることを行い，結果の頑

健性を確かめる。

はじめに，出生数に関連して，1ヵ年のみ出生数

が10を越えた粟国村を除いた分析と，出生数11以

下の場合を除いた分析を行った。分析の結果，粟

国村を除いた分析及び出生数11以下の場合を除い

た分析のいずれにおいても，政策変更は健診受診

回数を増加させ，平均妊婦健診受診回数の増加は

新生児の健康状態を良くすることが分かった。次

に，産婦人科医院・診療所の数に変更があった7市

町村を除いて推計を試みた。この場合も先の結果

と整合的で，政策変更は健診受診回数を増加さ

せ，平均妊婦健診受診回数の増加は低体重児割合

を減少させた。

また，妊婦健診の受けやすさの指標の基準を変

更して結果の頑健性を確認するために，変数

Obstetricsを，産婦人科医院・診療所が3以上の

ときに1となる変数とした分析，4以上のときに1

となる変数とした分析を行った。産婦人科医院・

診療所が多くなると妊婦健診受診回数も増え，そ

れぞれ，妊婦健診公費負担回数の増加に伴い5.16

回（産婦人科医院・診療所が3以上），5.79回（産婦

人科医院・診療所が4以上）増加することが示され

た（係数はハウスマン検定で支持された変量効果

モデルの結果）。平均妊婦健診受診回数が新生児

の健康に与える影響は大きく変わらず，受診回数

が1回増えると約0.3％から0.4％ポイント低体重

児割合が減るという結果が得られた。

「偽薬効果」のテストとして，産婦人科医院・診

療所の数をランダムに市町村に割り当て同じ差の

差推定を行って効果が検出されないことを確認し

た。具体的には，10通りのランダム割り当てを，

それぞれ500回繰り返しても真の結果は再現でき

ず，主要結果は頑健であると言える。

最後に，本分析では時系列データを用いている

5) 時系列の長いデータを用いた差の差推定の問題点として系列相関による標準誤差の過小推定がある。そこで，

本稿では系列相関の確認のために，データを2009年前後の2つに分けて集計し，2次点のパネルデータとして同様

の操作変数推定を行った。その結果，コントロールグループと処置グループにおける妊婦健診回数の差は統計的

に有意であり，処置グループでは7.2回の増加，コントロールグループでは5.2回の増加であり，その差は有意で

あった。しかし，2段階目の結果について確認をすると，平均妊婦回数の係数は有意とはならなかった。よって，

系列相関の可能性は排除できないことに注意が必要である。しかし，この2次点のパネルデータは観測数が59に

低下するため，自由度の低下によって本推定結果となっている可能性もあり，本分析ではどちらの要因によるも

のかを特定することは困難である。この点については今後の分析課題として残される。
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ため，低体重児割合のトレンドをコントロールす

ることが重要である。先の分析では，すべての市

町村について似通ったトレンドが存在すると仮定

し，モデルに年に関するトレンド項（年の対数値

をとったもの）を加えていた。そこで頑健性の

チェックのため，異なる形のトレンドを考慮して

みる。最も良く行われるコントロールとしては，

トレンド項と市町村ダミーの交差項を分析に加え

る方法があるが，この方法を用いた場合，多重共

線性の問題が発生する可能性があり大幅に自由度

が減少する。そこで，ここでは低体重児割合のト

レンドの特徴が似ている市町村をグループ化し，

それぞれとトレンド項の交差項を作った。グルー

プ化については，沖縄県の本島と離島（近隣の島

も含む）をそれぞれグループにし，さらに出生率

を四分位で分ける。その結果，8つのクラスター

が出来，それぞれとトレンド項を掛け合わせて交

差項としモデルに加えた。分析の結果，固定効果

モデルでは平均妊婦健診回数の係数は−0.00294，

標準誤差は0.018，変量効果モデルでは平均妊婦

健診回数の係数は−0.00353，標準誤差は0.0015で

あった。すなわち，異なるトレンドを用いたとし

ても結果のインプリケーションは変わらないと言

える。

Ⅵ まとめ

本論文では，2009年に妊婦健診の公費負担回数

が引きあがったことによって新生児の健康状態が

改善されたかを2005〜2013年の沖縄県の市町村

データを用いて検証した。分析の結果，妊婦健診

の公費負担回数が14回に増加した2009年以降，受

診回数が大きく増加し，妊婦健診をより多く受け

ることによって低体重児割合が減少していること

が明らかとなり，妊婦健診の公的負担を増やすと

いう政策変更は，沖縄県において低体重出生児割

合の増加に歯止めをかける重要な政策となったこ

とが示された。低体重児割合が全国平均よりも高

い地域でこのような成果があったことは特記に値

する。なお，沖縄県のデータによる分析結果が日

本全国でも同様に得られるかどうかの検証は今後

の課題である。

近年の研究では，出生時の不健康は将来の健康

状態や教育成果，生産性に負の影響を及ぼすと言

われている［Currie and Hyson (1999); Case et al.

(2005); Almond and Currie (2011)］。また，親の社

会経済状況が出生時の健康状態と強く関連してい

ることから，親世代の格差が子世代に継承される

可能性も指摘されている。健診補助により低体重

出生児割合の上昇を抑制させたことは，長期的に

見て，日本における格差を助長しないという効果

も持ち得る。先行研究ではまた，低体重出生児の

長期的な健康状態が悪く，社会保障を受ける確率

が高いことも指摘されている［Almond (2006);

Oreopoulos et al. (2008)］。このような関係が日本

でも存在しているのであれば，低体重児の減少

は，将来的な医療費や社会保障費を抑制するとい

う効果も持ち得るため，低体重児の減少は金銭的

コストの面からも人的資本の面からも社会全体に

とって大きな便益をもたらす可能性がある。つま

り健診補助政策が低体重児の減少に貢献したので

あれば，補助政策による社会的便益は大きいと言

える。

また，アメリカでの研究では妊婦健診の正の効

果が限定的であるという論文もある中で，本分析

において妊婦健診の効果が認められたことは，日

本の妊婦健診の内容が新生児の体重低下を防ぐこ

とに特に効果的であることを示唆している。冒頭

で述べたとおり，妊婦健診では早産防止や，妊婦

の栄養指導が行われており，早産や妊婦の痩せが

新生児の体重を低下させている可能性が高い日本

においては，妊婦健診を定期的に14回受診するこ

とは妊婦の健康状態，そして胎児の健康状態に非

常に良い影響を与えていると考えられる。

なお，Wehby et al.（2009）が示すように，より

社会的地位の低い母親や，より体重の軽い（不健

康な）新生児については，妊婦健診は平均的な効

果よりも有意に大きいことが明らかになってきて

いることを鑑みると，今後は個票データを用いた

より詳細な分析を進めていく必要がある。また，

沖縄県においては妊婦健診の公費負担額は市町村

で一律であるが，他県においては負担額に差があ
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る場合もあり，公費負担額の違いによって受診行

動が異なる可能性も考えられる。市町村財政の状

況も鑑み，費用便益の分析から最も効率的に出生

時の健康状態を改善させることができるのかにつ

いては，今後の検討課題としたい。
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The Effect of Public Support on the Utilization

of Prenatal Care and the Weight of Newborn Babies

Midori MATSUSHIMA＊1 and Miki KOHARA＊2

Abstract

In Japan, to ameliorate the health outcomes of newborn babies, an increase in public subsidies for

prenatal care (PNC) was introduced in 2009. This study evaluates the health outcomes of newborn babies

following its implementation by examining whether this rise in public subsidies actually improved PNC

utilisation as well as whether the intervention improved infant health through the increase of PNC visits. We

used Okinawa municipal panel data from 2005 to 2013. The results suggest that raising PNC subsidies

increases utilisation, leading to a decline in the percentage of low birth weight (LBW) babies by 0.3

percentage points per one visit increase. Considering the findings of previous studies conducted outside of

Japan that have shown a limited positive impact of PNC on infant health, our results are important. One

feasible explanation of our findings is that having regular PNC visits, where pregnant women receive nutrition

advice and prevention of pre-term birth for every visit, during the course of pregnancy, is particularly

beneficial to Japanese pregnant women, because low Body Mass Index (BMI) and pre-term birth are possibly

direct causes for the birth of LBW babies in Japan.

Keywords：Prenatal Care, Subsidies, Low Birth Weight, Newborn Babies, Japan


